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＜事態想定＞
○伊方発電所において、地震の影響による外部電源喪失を契機として事態が進展し、原子炉
への注水機能喪失により全面緊急事態に至り、放射性物質が放出される事象を想定。

四国電力（株）
伊方発電所

予防避難ｴﾘｱ

１ 訓練の位置付け及び目的
【原子力災害対策特別措置法第１３条第１項に基づく防災訓練】
①国、地方公共団体、原子力事業者における防災体制の
実効性の確認等
②原子力緊急事態における中央と現地の体制やマニュアル
に定められた手順の確認
③「伊方地域の緊急時対応」に基づく避難計画の検証
④訓練結果における教訓事項の抽出、緊急時対応等の改善
⑤原子力災害対策に係る要員の技能の習熟等

２ 実施時期
平成２７年１１月８日（日）、９日（月）

３ 訓練の対象となる原子力事業所
四国電力（株）伊方発電所

４ 参加機関等
政府機関：内閣官房、内閣府、原子力規制委員会ほか関係省庁
地方公共団体：愛媛県、伊方町、宇和島市、八幡浜市、大洲市、
伊予市、西予市、内子町、山口県、上関町ほか関係県市町
事業者：四国電力(株)
関係機関：放射線医学総合研究所、日本原子力研究開発機構 等

５ 訓練内容
（１）迅速な初動体制の確立訓練
（２）中央と現地組織の連携による避難の実施計画等に係る意思決定訓練
（３）全面緊急事態を受けた実動訓練

※PAZ（予防的防護措置を準備する区域）：Precautionary Action Zone
※UPZ（緊急時防護措置を準備する区域）：Urgent Protective Action 
Planning Zone
※予防避難ｴﾘｱ（PAZ圏に準じた避難等の防護措置を準備する区域）

平成２７年度原子力総合防災訓練の概要 資料１



１日目 ２日目

午前

午後

事
業
者
訓
練
（
事
態
収
束
活
動
）

全面緊急事態への対応
（全面緊急事態を受けた実動訓練）

施設敷地緊急事態への対応
（中央と現地組織の連携による避難の
実施計画等に係る意思決定訓練）

全面緊急事態への対応
（中央と現地組織の連携による避難の
実施計画等に係る意思決定訓練）

全面緊急事態発生

施設敷地緊急事態発生

地震発生により警戒事態発生

警戒事態への対応
（迅速な初動体制の確立訓練）

○複合災害に対応した非対・原対本部
合同会議運営訓練
○PAZ・予防避難エリア内要援護者の
避難訓練

○複合災害に対応した非対・原災本部
合同会議運営訓練
○PAZ・予防避難エリア内住民の避難訓練

＜機能別訓練①＞
・PAZ圏内及び予防避難エリア住民の避難
・UPZ圏内住民の屋内退避

＜機能別訓練②＞
・緊急時モニタリング
・UPZ圏内住民の一時移転

＜機能別訓練③＞
・汚染患者の搬送・処置

平成２７年度原子力総合防災訓練の訓練内容 資料２



連番 時 期 訓練名 訓練の狙い 訓練の概要 訓練習熟度

１ ３月２５日
第１回
官邸立ち上げ
訓練

官邸における勤務要領の確認、リエゾンの
勤務要領の確認

・緊急参集要員の内、官邸で勤務する職員に対して
官邸の立ち上げ・使用機材の設置について訓練し、
時間尺度等を取る。

●緊急参集要員に対する官
邸の立ち上げ要領及び機材
の取扱いについて班員相互
自発的に実施

２ ７月８日
第２回
官邸立ち上げ
訓練

原災マニュアルの改訂・緊急参集要員見直
しに伴い、官邸の立ち上げ要領について訓
練する。

・新規緊急参集要員に対して、官邸使用上の注意事
項を徹底し、官邸設置機材の取り扱要領について訓
練を実施

●新規要員に対して、共用会
議室の立ち上げの完成形をイ
メージさせる。

３ ７月９日
第１回
ＥＲＣ機材取扱
い訓練

原災マニュアルの改訂・緊急参集要員見直
しに伴い、ＥＲＣ・ＯＦＣ要員に対し、使用機
材の取扱いについて訓練する。

・新規緊急参集要員に対して、ＥＲＣの機材の取り扱
要領について訓練を実施

●ＥＲＣの使用機材について、
自ら使用できる。

４ ７月１５日
第２回
ＥＲＣ機材取扱
い訓練

原災マニュアルの改訂・緊急参集要員見直
しに伴い、官邸の立ち上げ要領について訓
練する。

・新規緊急参集要員に対して、官邸使用上の注意事
項を徹底し、官邸設置機材の取り扱要領について訓
練を実施

●ＥＲＣの使用機材について
自ら使用できる。

５ ７月１６日
第３回
官邸立ち上げ
訓練

原災マニュアルの改訂・緊急参集要員見直
しに伴い、官邸の立ち上げ要領について訓
練する。

・新規緊急参集要員に対して、官邸使用上の注意事
項を徹底し、官邸設置機材の取り扱要領について訓
練を実施

●班員相互連携して官邸の立
ち上げができる。

６ ８月５日

総合防災訓練
説明会及び機
能班要員研修
（ＥＲＣ要員・官
邸要員）

総合防災訓練の概要について説明し併せ
て、地域防災計画及び予防避難エリアの考
え方について理解し、機能班内での認識の
共有を図る。

・新規緊急参集要員に対して、座学形式で総合防災
訓練のスケジュール、地域防災計画、予防避難エリア
について研修し、その後、各機能班での班長以下の
機能班要員に対する勤務要領の研修、マニュアルの
確認するとともに６日の訓練準備を行う。

●研修の機会を通じて、機能
班内の連携、勤務要領につい
て理解し、緊急参集要員とし
ての意識の高揚を図る。

７ ８月６日
官邸・ＥＲＣ
連携訓練

警戒事態～１５条事態までの流れについて
訓練し、主要幹部への適時の報告要領、原
災本部設置までの手続きを確認する。

警戒事態～施設敷地緊急事 態（１０条事象）～全面
緊急事態（１５条事象）～緊急事態宣言まで

●事故発生から一連の流れに
ついて手順を確認（機能班長
以下の参加）

８ ９月４日 ＯＦＣ要員訓練 ＯＦＣ要員に対する勤務要領について訓練
時系列に応じたＯＦＣの活動内容、特に県庁・関係市
町との情報共有要領について訓練

●活動要領の習熟

９
９月２８日
９月２９日

機能班別訓練 各機能班の活動要領の習熟 各機能班で準備すべき資料、マニュアルを作成 ●活動要領の習熟

10 １０月２０日
総合予行
（プレ訓練）

官邸、ERC、ＯＦＣ等において、関係省庁、
関係自治体、関係指定公共団体、事業者を
含めた連携の確認（住民避難等は含めず）

・午前が１日目の内容の訓練
・午後が２日目の内容の訓練
総合防災訓練のイメージが出来るよう訓練

●総合防災訓練の一連の流
れを短縮して実施し、準備の
促進を図る。（関係省庁参加）

11
１１月８日
１１月９日 平成２７年度原子力総合防災訓練

原子力総合防災訓練までの段階的訓練 資料３



Plan 計画策定（修正）

○広域避難計画
○住民避難計画
○緊急時対応
○方針要領
○マニュアル等

Do 実施

○計画・対応の実行性の検証
○要領の確認・試行
○（時間的）尺度取得

Check 評価

○計画の実行性の可能度
○要領の妥当性
○（時間的）尺度の妥当性

Action 改善

○計画・緊急時対応等の改善
○要領の確立
○（時間的）尺度による見積

Plan

訓練計画

Do

訓練実施

Action

訓練改善

Check

訓練評価

訓練の継続的改善（PDCAサイクル）

原子力防災計画等の継続的改善（PDCAサイクル）

①原子力総合防災訓練（国・県）

②練成訓練（総合・機能別訓練）

③要員研修（オフサイトセンター、バス事業者）、図上演習

原子力防災計画等及び訓練の継続的改善（PDCAサイクル） 資料４



PAZ（5km）
UPZ（30㎞）

予防避難エリア

伊方発電所

国道197号
道路通行不可

松前公園体育館
（避難経由所）

経路
国道197号→国道378号
→国道56号

陸路避難時間（※）

伊方地域住民避難バス
到着：１１：５０
（移動時間１０９分）

瀬戸地域住民避難バス
到着：１２：１０
（移動時間１１３分）

瀬戸地域
出発地点：瀬戸総合体育館

（一時集結所）
出発時間：１０：１７
移動手段：バス

伊方地域
出発地点：伊方中学校

（一時集結所）
出発時間：１０：０１
移動手段：バス

伊方地域

瀬戸地域
三崎地域

資料５

瀬戸地域住民避難バス
到着：１２：１０
（移動時間１１３分）

※ 伊方及び瀬戸地域の各一時集結所から避難経由所までの実測値（全面緊急事態：２日目）
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伊方中学校
（一時集結所）

一時集結所までの避難時間（伊方地域）

〇：徒歩誘導が必要な場所

経路 一時集結所までの順序 手 段 見積時間 実測時間

Ｒ１ ①→②→③ マイクロバス １５分 ２１分

Ｒ２ ④→⑤→⑥→⑦ マイクロバス ２０分 ３１分

Ｒ３ ⑧→⑨ ワゴン車 １０分 １５分

Ｒ４ ⑩→⑪→⑫→⑬→⑭→⑮→⑯→⑰→⑱ バス ３２分 ４０分

Ｒ５ ⑲→⑳ ワゴン車 ３０分 ２９分

集会所（スタート地点）から一時集結所（伊方中学校）までの実測時間等（※）

※ 全面緊急事態（２日目）

資料６



神崎

田部

大久

川之浜

ﾘｿﾞｰﾄ

塩成

佐市

高浦

足成

三机

上倉

松之浜

大江
志津

小島

高茂

瀬戸総合体育館
（一時集結所）

Ｒ１

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

⑬

⑭
⑮

⑯

⑩

⑪

⑫

⑥
⑦
⑧

⑨
④ ⑤

①

②

③

一時集結所までの避難時間（瀬戸地域） 資料７

集会所（スタート地点）から一時集結所（瀬戸総合体育館）までの実測時間等（※）

経路 一時集結所までの順序 手 段 見積時間 実測時間

Ｒ１ ①→②→③ ワゴン車 ２２分 ２１分

Ｒ２ ④→⑤ ワゴン車 １０分 １２分

Ｒ３ ⑥→⑦→⑧→⑨ ワゴン車 ２５分 ３１分

Ｒ４ ⑩→⑪→⑫ マイクロバス ３０分 ３１分

Ｒ５ ⑬→⑭→⑮→⑯ ワゴン車 ５０分 ４１分※ 全面緊急事態（２日目）



正野

串

与侈

松

明神

二名津

平礒

釜木

名取高浦
佐田

大佐田

井野浦

三崎総合体育館
（一時集結所）

灘

くし

たかうら

Ｒ４－１

Ｒ２
Ｒ１

Ｒ３

Ｒ４－２

⑫

⑬

⑥

⑦ ⑧

⑨

⑩ ③

②

①④

⑤

一時集結所までの避難時間（三崎地域）

⑪

〇：徒歩誘導が必要な場所

資料８

集会所（スタート地点）から一時集結所（三崎総合体育館）までの実測時間等（※）

経路 一時集結所までの順序 手 段 見積時間 実測時間

Ｒ１ ①→②→③ マイクロバス ３５分 ４０分

Ｒ２ ④→⑤→⑥ マイクロバス ３０分 ２４分

Ｒ３ ⑦→⑧→⑨→⑩ マイクロバス ２０分 １６分

Ｒ４－１ ⑪→⑫ マイクロバス ３４分 ４７分

Ｒ４－２ ⑬→⑭ ワゴン車 ２０分 ２４分

※ 全面緊急事態（２日目）

⑭



全面緊急事態（15条）における避難の実施計画

PAZ（5km）

UPZ（30㎞）

予防避難エリア

大分市

佐賀関港大在港

三崎港

国道九四フェリー

海自多用途支援艦「げんかい」

伊方発電所

三崎地域

ホルトホール大分
（避難所） 三崎港発 ： １０：３３

佐賀関港着： １１：４０
（移動時間６７分）

三崎港発 ： １０：１５
大在港着 ： １２：０４
（移動時間１０９分）

大在港発 ：１２：１３
ホルトホール大分着：１２：４８

（移動時間３５分）
移動手段：バス

佐賀関港発 ：１１：５５
ホルトホール大分着：１２：５５

（移動時間６０分）
移動手段：バス

海路避難時間（※） 資料９

※三崎港から大在港及び佐賀関港までの移動時間実績等（全面緊急事態２日目）



PAZ（5km）
UPZ（30㎞）

予防避難エリア

伊方発電所

国道197号
道路通行不可

宇和島出港 ：１２：４５
八幡浜港入港：１３：２８
（移動時間４３分）

伊方地域

瀬戸地域

三崎地域

※ 施設敷地緊急事態（１日目）における実測値

住民避難支援のための海路移動時間（※）

八幡浜港出港：１３：３８
三崎港入港 ：１４：４０
(移動時間６２分)

海保巡視船「たかつき」

三崎港

八幡浜港

宇和島港

資料１０



区 分 区 間 移動時間見積 その他 考慮事項

海上保安庁
巡視船
「たかつき」

宇和島港～三崎港
（※）

約１時間３０分 風、波の影響を受ける。

左記の時間見積
を理解した上での
輸送調整が必要

海上自衛隊
多用途支援艦
「げんかい」

佐伯港～三崎港 約２時間３０分

休日の場合、派遣要請
を受けてから乗員の緊急
呼集に最大約２時間を要
する。

呉～三崎港 約６時間２０分

宇和島運輸
フェリー定期船

八幡浜～三崎港 約１時間２０分

宇和島運輸の定期船は
八幡浜－別府間、八幡浜
－臼杵間であり、三崎港は
現在、使用していない。

※ 八幡浜港を経由せず直接三崎港に移動した場合

各種船舶の三崎港までの移動時間見積等 資料１１



１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

風出現頻度
風力階級７以上
（※１）

１．８ １．８ １．５ ０．２ ０ ０．３ ０ ０．６ ０．４ １．２ ０．８ １．１

風浪出現頻度
風浪階級４以上
（※２）

５．５ １１．２ ４．６ ３．８ １．２ ０．３ ０．８ １．７ １．８ ２．７ ４．９ ５．３

単位：％（各月のデータ数（全年）に占める割合）※１：風力階級７：風速13.9〜17.1m/s
※２：風浪階級４：波高1.25 ～ 2.5ｍ

三崎港周辺の気象・海象の年間傾向及びフェリー運航状況

● 冬季は風力及び風浪ともに強くなる傾向にある。夏季は台風の影響等もあり、気象・
海象の状況をよく確認する必要がある。

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 ２７年

全運航
便数

８９０ ８６０ １，００６ ９７２ １，０１８ ８８６ １，００２ １，０４８ ９７８ １，００４ ９８２ １，００８ １１，６５４

欠航数
２３
（強風
波浪）

０
１０
（濃霧）

０
３２
（台風）

１０
（濃霧）

１００
（台風）

４８
（台風）

０ ０ ０ ０ ２２３

運航率 ９７．４ １００ ９９．０ １００ ９６．９ ９８．９ ９０．０ ９５．４ １００ １００ １００ １００ ９８．１

平成２７年運航状況（国道九四フェリー）

（国道九四フェリー（株）提供）

算定 ：海上保安庁海洋情報部ＨＰ日本海洋
データセンター資料をもとに三崎港周辺
のデータの数値を集計

三崎港周辺の風力及び風浪の出現頻度

資料１２



運航の可否基準（国道九四フェリー（株）運行基準）

気象・海象が住民避難に及ぼす影響（フェリーの運航の可否判断）

● 気象・海象等が輸送手段に及ぼす影響をあらかじめ把握しておく必要がある。
● 道路不通時には、気象・海象による影響、道路復旧の見込み、輸送調整の
状況等を考慮し、海路避難を行うか否かを判断する必要がある。

第2章 運航の可否判断
（発航の可否判断）
第2条 船長は、発航前に運航の可否判断を行い、発航地港内の気象・海象が次に掲げる条件の一に達していると認めるときは、
発航を中止しなければならない。また、視程が５００ｍを下回る場合は、基準速力を減じて運航する。

２ 船長は、発航前において、航行中に遭遇する気象・海象に関する情報を確認し、次に掲げる条件に達する恐れがあるときは、
発航を中止しなければならない。

３ 船長は、佐賀関港の発航前において、三崎港内のうねりが既に次に掲げる条件に達しており、かつ入港時までに回復の見込み
がないと認めるときは、発航を中止しなければならない。

４ 船長は、前３項の規定に基づき発航の中止を決定したときは、旅客の下船、保船措置その他の適切な措置をとらなければなら
ない。

気象・海象 風速 波高 視程

港名 佐賀関港 １５ｍ/ｓ以上 １．５ｍ以上 ４００ｍ以下

三崎港 １５ｍ/ｓ以上 １．５ｍ以上 ４００ｍ以下

風速 ２０ｍ/ｓ以上 波高 ２．５ｍ以上 視程 ５００ｍ以下

三崎港内のうねり ７０ｃｍ以上

資料１３



松山空港
人員：３名
離陸時間：13：00
着陸時間：16：40
燃料給油時間：20分

伊方発電所

１９７号

ヘリ映伝時の飛行経路と時間（１日目：施設敷地緊急事態）

撮影ポイント

飛行経路

・目 標
海保「たかつき」（要員輸送等）
・時間（在空時間）
13:25～13:55（30分）

・目 標
伊方発電所
・時間（在空時間）
15:55～16:15（20分）

資料１４



松山空港
人員：３名
離陸時間：09：30
着陸時間：10：55
燃料給油時間：給油なし

伊方発電所

１９７号

３７８号

①

②

③

⑧

⑯
⑰

⑮
⑩

⑨

⑤

⑥

⑭

伊方
中学校

瀬戸総合体育館

④

交通規制点（愛媛県広域避難計画）

① 新宮内交差点 ⑨ 大洲西トンネル西側交差点

② 瞽女トンネル北側交差点 ⑩ 五郎駅前交差点

③ 新田橋北側交差点 ⑪ Ｒ５６とＲ１９７の合流地点

④ 瀬戸農業公園前 ⑫ 大洲南ＩＣ先交差点

⑤ 大平交差点 ⑭ しもなだ運動公園

⑥ 江戸岡交差点 ⑮ 大洲ＩＣ先交差点

⑦ 祇園橋交差点 ⑯ 四国たばこ耕作組合西側

⑧ 岸本石油先交差点 ⑰ とりごえ集会所先

⑪
⑫

ヘリ映伝時の飛行経路と時間（２日目：全面緊急事態）

・目標
瀬戸地域避難住民バス
・時間（在空時間）
10:15～10:30（15分）

・目標
伊方地域避難住民バス
・時間（在空時間）
09:45～10:05（20分）

・目標
交差点通過時のバス
・時間（在空時間）
10:05～10:10（5分）

新宮内交差点

資料１５

撮影ポイント
飛行経路
車両通行の主要経路



区 分 時間見積 考慮事項

ヘリ運航

ヘリの在空時間
約１．５時間
（往復時間を含む。）

往復時間を含めたヘリの在空時間
の把握とそれに基づくヘリ映伝の目
標、時間、経路等の調整が必要

松山空港（駐機場）から保内
交差点（渋滞予想地域）まで
の移動時間

約１２～１３分（片道：海岸沿い。）

燃料再補給時間
約３０分
（事前に連絡・調整により約２０分）

通 信
ＯＦＣへの可搬式アンテナ設
置時間

約１時間／６人
（松山市内からの移動時間約１．５時間を除く。）

ヘリの飛行に関する時間見積

ヘリ運航：愛媛県警察が実施
通信：四国管区警察局愛媛県情報通信部が実施

資料１６



２６年度及び２７年度の総合防における警戒事態要請文の比較

要 請 文
平成２７年１１月８日 時 分

愛媛県知事 殿
山口県知事 殿
伊方町長 殿
八幡浜市長 殿
大洲市長 殿
西予市長 殿
宇和島市長 殿
伊予市長 殿
内子町長 殿
上関町長 殿

原子力規制委員会・内閣府原子力事故合同警戒本部長

本日午前８時３０分に発生した愛媛県中予地方を震源とする地震は、原子力災害
対策指針に定める警戒事態に該当すると判断したため、下記のとおり要請する。

記

要 請 文
内閣府原防第１号

平成２６年１１月２日 時 分
石川県知事 殿
志賀町長 殿

内閣府特命担当大臣（原子力防災担当） 望月 義夫

原子力災害対策特別措置法第４条第２項に基づき、下記のとおり要請する。

記

志賀町志加浦、堀松、上熊野、熊野、福浦、富来地区のうち北陸電力株
式会社志賀原子力発電所から概ね５キロ圏内（ＰＡＺ）の施設敷地緊急事
態要避難者は、避難準備を実施すること。

・愛媛県、伊方町、四国電力株式会社伊方発電所のＵＰＺに該当する八幡浜
市、大洲市、西予市、宇和島市、伊予市、内子町及び山口県、上関町は、連
絡体制の確立等の必要な体制をとること。
・四国電力株式会社伊方発電所のＰＡＺ及び予防避難エリアの住民の内、施
設敷地緊急事態要避難者は避難準備を実施すること。ただし、施設敷地緊急
事態要避難者であって、避難の実施により健康リスクが高まる者は屋内退避の
準備を実施すること。
・四国電力株式会社伊方発電所のＰＡＺ及び予防避難エリアの施設敷地緊急
事態要避難者に対する安定ヨウ素剤の配布準備を実施すること。
・愛媛県及び山口県は、原子力規制委員会による緊急時モニタリングセンター
の立ち上げの準備に協力するとともに、緊急時モニタリングの準備を実施する
こと。

資料１７

２６年度 ２７年度



ＯＦＣ運営支援班作成データ

四国電力、南予地方局等
職員の参集

内閣府、規制庁等
職員の参集完了

ＯＦＣの参集状況
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総括班

広報班

プラントチーム

放射線班

医療班

住民安全班

実動対処班

運営支援班

発 災
（０８：３０）

１０条通報
（１１：００）

１５条通報
（１５：２５）

現地本部長到着
（１３：５２）

（人）

124名

班長会議
（０９：４５）

資料１８

四国電力、
県職員の
参集完了



（ｹｰｽ1）陸路避難を実施する場合

Ø 放射性物質放出まで時間的猶予があり、国道197号が使用可能な場合は、陸路による避難を実施。
Ø 自家用車での避難ができる住民は、自家用車により避難経由所（松前公園）に移動の上、松前町の
指示する広域避難所に避難を実施。

Ø 自家用車等での避難が困難な住民は、一時集結所に移動後、愛媛県が手配するﾊﾞｽ等により避難を
実施。

まさき ま さき ちょう

PAZ

UPZ
三崎総合体育館

一時集結所

瀬戸総合体育館

一時集結所

陸路避難（ｹｰｽ1）

自家用車、ﾊﾞｽ等による陸路避難

松前町へ避難

（ｹｰｽ1）陸路避難を実施する場合 資料１９

伊方発電所



（ｹｰｽ2）陸路避難、海路避難等を実施する場合

Ø 放射性物質放出まで時間的猶予があり、国道197号の一部が使用不可であるが、港湾が使用可能で
あり船舶が確保出来る場合は、陸路と海路による避難を実施。また、ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰによる避難が可能な場
合には、県等のﾍﾘｺﾌﾟﾀｰによる空路避難を併用。

Ø 一時集結所から大分県等への海路避難は、愛媛県手配の船舶により実施。

PAZ

UPZ

三崎総合体育館

一時集結所

瀬戸総合体育館

一時集結所

松前町へ避難

Ｈ
ＨＨ

Ｈ

Ｈ

Ｈ

Ｈ

Ｈ

道路が
通行不可の場合

自家用車、ﾊﾞｽ等による陸路避難

＜凡例＞
：ﾍﾘﾎﾟｰﾄ適地Ｈ

船舶により海路避難、
ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰによる空路避難

大分県の港湾へ

三崎港
みさき

陸路避難・海路避難等一例（ｹｰｽ2）

（ｹｰｽ2）陸路避難、海路避難等を実施する場合 資料２０

伊方発電所



三崎港への除染要員・安定ヨウ素剤配布要員輸送（ヘリテレ）

宇和島港から八幡浜港へ入港（ヘリテレ）愛媛県職員のＯＦＣ派遣
（指定公共機関の通信回線を用いた映像配信）

除染要員の三崎地域派遣
（指定公共機関の通信回線を用いた映像配信）

オフサイトセンターでのリアルタイムの情報共有 資料２１



オフサイトセンターの運営状況（初動段階の会議等）

班長会議の実施による情報共有（11月8日 09:45） 原子力事故警戒本部会議傍聴（11月8日 10:30）

原子力事故警戒本部会議傍聴後の班長会議（11月8日 10:45）

資料２２



オフサイトセンターにおける兵棋台活用による情報共有

被害状況（桃色）及び実動部隊の現況（黄色）の記載緊急時対応（ｹｰｽ2）において、海路避難
と陸路避難の地域を区別して記載

施設敷地緊急事態要避難者の避難状況の記載 三崎地域の一時集結所の車両配置完了態勢時の記載

資料２３



主要イベント 官邸 ＥＲＣ ＯＦＣ 愛媛県 伊方町

地震発生

国道197号、三崎‐
瀬戸境界道路陥没
情報

原災法１０条通報

事業者通報

原災法１５条通報

ＴＶ会議（ERC、愛媛県、伊方町）
・被害状況、プラント状況を確認、施設敷地緊急事態における避難の実施方針（案）（海路避難）の決定

第１回愛媛県災害対策本部会議
・施設敷地緊急事態の実施方針（案）
策定 （三崎地区住民の海路避難）

第２回伊方町災害対策本部会議
・海路避難、三崎地域への派遣職員
及び移動手段の確保等を県に要請

第1回伊方町災害対策本部会議
・道路調査等被害状況を把握
・国の要避難者の避難準備要請に
備えた対応について協議

第３回伊方町災害対策本部会議
・１０条通報の共有、要避難者への避
難指示等
・全面緊急事態に備えた避難準備に
係る対応の検討

第２回愛媛県災害対策本部会議
・１０条実施方針の確認
・副知事の派遣決定

第１回現地事故対策連絡会議
・１０条実施方針の確認

原子力規制委員
会・内閣府原子力
事故合同対策本部
会議
・要請文発出を決定、
実施方針の確認

非常災害対策本部会議・原子力事故合同対策本部会議（内閣府８号館）
・自然災害被害状況、要配慮者避難状況の共有、要請文内容の確認、災害応急対策基本方針（案）を決定

第２回現地事故対策連絡会議
・施設敷地緊急事態に伴う状況報告
・全面緊急事態実施方針（案）の決定

第３回愛媛県災害対策本部会議
・プラント状況
・要配慮者避難、海保との調整状況報告
・全面緊急事態実施方針（案）策定

・施設敷地緊急事態
要避難者への避難要請
・全面緊急事態に備えた
避難等の準備要請

対象住民への避難要請、避難等準備要請
対象住民への避難要請、避難等準備要請

原子力災害対策
本部・非常災害対
策本部合同会議
（官邸）

第１回合同対策協議会全体会議
・実施方針の確認、各市町準備状況
報告

内閣府副大臣（原子力防災担当）
OFC到着（ＯＦＣの体制確立）

愛媛県副知事OFC到着

対象住民への避難指示

15:25

11:00

09:25 対象住民への避難準備要請
対象住民への避難準備要請

施設敷地緊急事態
要避難者への避難
準備要請

第４回愛媛県災害対策本部会議
・全面緊急事態実施方針の確認

08:30

対象住民への避難指示
公示・指示発出
原子力緊急事態宣言

住民避難に係る意思決定の流れ（１１月８日）

第４回伊方町災害対策本部会議
・要避難者の避難状況確認
・１５条避難に伴う対応を協議（住民
への避難指示・誘導等）

資料２４



施設敷地緊急事態（10条）における避難の実施計画

三崎地域

PAZ（5km）

UPZ（30㎞）

予防避難エリア

三崎港

伊方発電所

三崎地域
[対象者 412人]

伊方地域、瀬戸地域
[対象者 1,033人]

施設敷地緊急事態要避難者数

陸路避難 海路避難

国道197号
道路通行不可

松前町

伊予市

松前町

：避難経由所（1施設）

社会福祉施設（3施設）

松山市 ：医療機関（１施設）
社会福祉施設（４施設）

東温市 ：社会福祉施設（2施設）

伊予市 ：社会福祉施設（１施設）

宇和島市 ：社会福祉施設（１施設）

避難先施設

広域避難所（13施設）
福祉避難所（8施設）

陸路避難
国道197号→国道378号
→国道56号

海路避難
国道197号→三崎港
→松山観光港→県道22号等

伊方町
対象者内訳

ＰＡＺ 予防避難エリア
合計

伊方地域 瀬戸地域 三崎地域

施設敷地緊急事態
要避難者（人）

744 289 412 1,445

陸路避難
国道197号→県道25号
→国道56号

国道56号
道路通行不可

松山自動車道
一部通行止め

施設敷地緊急事態（10条）における避難の実施計画 資料２５

伊方地域、瀬戸地域



l 伊方地域と瀬戸地域については、陸路により松前町の避難経由所（松前公
園）への避難を実施。

l 三崎地域については、道路寸断により陸路からの避難が出来ないため、海路
により松前町等への避難を実施。

l 施設敷地緊急事態要避難者のうち、無理に避難すると健康リスクが高まる者
については、近隣の放射線防護施設（又は自施設内）に移動し、屋内退避を
実施。その上で、施設敷地緊急事態要避難者の容体、避難車両、避難先等
の避難体制が整い次第、避難先へ避難を行う。

避難等に際しての基本的考え方

避難の対象となる施設敷地緊急事態要避難者

四国電力株式会社伊方発電所のＰＡＺ及び予防避難エリアにおける、
以下の施設敷地緊急事態要避難者を対象（対象者数 1,445人）
l 学校・保育所の児童等
l 医療機関の入所者
l 社会福祉施設の入所者
l 在宅の避難行動要支援者 等

一般住民への措置

l 一般住民には避難準備を要請

施設敷地緊急事態における防護措置の実施方針 資料２６



要 請 文
内閣府原防第２号

平成２６年１１月２日 時 分
石川県知事 殿
富山県知事 殿
志賀町長 殿
七尾市長 殿
羽咋市長 殿
中能登町長 殿
輪島市長 殿
穴水町長 殿
宝達志水町長 殿
かほく市長 殿
氷見市長 殿

内閣府特命担当大臣（原子力防災担当） 名

原子力災害対策特別措置法第４条第２項に基づき、下記のとおり要請する。

記

・志賀町志加浦、堀松、上熊野、熊野、福浦、富来地区のうち北陸電力株式
会社志賀(しか)原子力発電所から概ね５キロ圏内（ＰＡＺ）の施設敷地緊急
事態要避難者は、避難すること。
・志賀町志加浦、堀松、上熊野、熊野、福浦、富来地区のうち北陸電力株式
会社志賀原子力発電所から概ね５キロ圏内（ＰＡＺ）の住民（施設敷地緊急
事態要避難者を除く）は、避難準備及び安定ヨウ素剤の配布準備を実施す
ること。
・北陸電力株式会社志賀(しか)原子力発電所から概ね３０キロ圏内（ＵＰＺ）
の住民は、屋内退避の準備を実施すること。

要 請 文

平成２７年１１月８日 時 分
愛媛県知事 殿
山口県知事 殿
伊方町長 殿
八幡浜市長 殿
大洲市長 殿
西予市長 殿
宇和島市長 殿
伊予市長 殿
内子町長 殿
上関町長 殿

原子力規制委員会・内閣府原子力事故合同対策本部長

四国電力株式会社から伊方発電所において原子力災害対策特別措置法第１０条
第１項に定める事象が発生したとの通報を受けたので、原子力災害対策指針に定
める施設敷地緊急事態に該当すると判断したことから、下記のとおり要請する。

記

・四国電力株式会社伊方発電所のＰＡＺ及び予防避難エリアの住民の内、施
設敷地緊急事態要避難者は安定ヨウ素剤の配布を受け避難すること。ただ
し、 施設敷地緊急事態要避難者であって、避難の実施により健康リスクが高ま
る者は屋内退避すること。また、予防避難エリアである佐田岬半島で道路の寸
断が生じているため、陸路による避難が困難な地域については、屋内退避を
しつつ、順次海路等による避難をすること。
・四国電力株式会社伊方(発電所のＰＡＺ及び予防避難エリアの住民（ただし、
施設敷地緊急事態要避難者を除く。）は、避難準備を実施すること。また、四国
電力株式会社伊方発電所のＰＡＺ及び予防避難エリアの住民に対して安定ヨ
ウ素剤の配布準備を実施すること。
・愛媛県八幡浜市、大洲市、西予市、宇和島市、伊予市、内子町及び山口県
上関町のうち四国電力株式会社伊方発電所のＵＰＺの住民は、屋内退避の準
備を実施すること。

２６年度及び２７年度の総合防における施設敷地緊急事態要請文の比較 資料２７

２６年度 ２７年度



訓練評価：愛媛県オフサイトセンターへの移動経路愛媛県オフサイトセンターへの移動経路 資料２８

輸送支援が受けられる場合の想定ルート

内閣府→車両（75）→入間（45）→C-1（90）→松山AP（15）→CH-４７（30）→臨時HP→徒歩（15）→OFC 約5時間
→車両（80）→OFC 約５時間

内閣府からの距離・時間

入間基地 64km/75分

東京ヘリポート 16km/25分

立川 38km/50分

基本ルート

①内閣府→羽田AP→松山AP→OFC 約４時間
②内閣府→羽田AP→（伊丹）→松山AP→OFC 約５時間
③内閣府→羽田AP→高松AP→OFC 約５.５時間

その他ルート

・内閣府→東京駅（鉄道）→松山駅→OFC 約８.５時間
・内閣府→羽田AP→広島AP→松山港→OFC 約７.５時間
・内閣府→羽田AP→大分AP→八幡浜港→OFC 約８時間



松山空港の状況（11月8日 12：30）

自衛隊機による原子力防災
担当副大臣等国の職員・専
門家の緊急輸送
（着陸直前）

県副知事のＯＦＣ緊急輸送
（離陸直前）

自衛隊機搭乗・降機要領の遵守 代替手段役務バスの準備（松山空港事務所内）

国の職員・専門家の緊急輸送（松山空港） 資料２９



第1回原子力現地事故対策会議（11月8日 11：35） 非常災害対策本部・原子力事故合同対策本部会議傍聴（11月8日 12：00）

内閣府副大臣到着直後に第２回原子力現地事故対策会議を開催し、指揮転移を行って体制を確立（11月8日 14：05）

オフサイトセンターの運営状況（１０条事象以降の会議等） 資料３０



班名 総括班 住民安全班 実動対処班 運営支援班

主要
業務

①会議の運営、関連事務、会
議内容の関連機関等への伝
達
②各機能班の情報集約、ＥＲ
Ｃ総括班との情報共有
③被害状況・防災活動状況等
の情報のとりまとめ、ＥＲＣ総括
班への伝達
④本部長指示等のＯＦＣ内へ
の徹底、関連機関への通知
⑤その他重要事項に関する総
合調整

①災害関連情報の収集・整理
及び関連部署との情報共有
②住民避難、避難に関する情
報の収集・整理及び関連部署
との情報共有
③避難活動、緊急輸送活動等
に関する各種調整
④県、関係市町の要望の把握
とＯＦＣ内、ＥＲＣ住民安全班
への伝達

①実動組織の状況に関する情
報の収集、整理
②ＯＦＣ内での関連情報の共有
③実動組織支援事項に関する
実動省庁、ＥＲＣ実動対処班と
の調整

①ＯＦＣ入館管理、参集要員の
把握
②ＯＦＣの環境整備、備蓄品を含
む各種資器材の維持・管理
③参集者の食糧、日用品の調
達・管理
④ＯＦＣにおける被ばく管理

班名 医療班 放射線班 プラントチーム 広報班

主要
業務

①住民の被ばく状況、医療活
動状況に関する情報収集・整
理
②ＥＲＣ医療班、関連医療機
関との連携
③安定ヨウ素剤服用等に関す
る各種調整
④被ばく医療に関する指導・
助言

①ＥＲＣ放射線班、ＥＭＣとの
連携、情報共有
②モニタリング実施計画、モニ
タリング結果等のＯＦＣ内での
共有
③最新の気象情報の収集
④放射性物質汚染対策に関
する指導、助言

①プラント情報の収集、整理及
び関連情報のＯＦＣ内へ提供
②ＥＲＣプラント班との情報共有
（事故進展予測の入手を含む）
③プラント状況に関する関係自
治体、プレスへの説明

①中央でのプレス発表内容等の
把握、報道機関への提供
②ＥＲＣ広報班と連携し、会見資
料の作成、記者会見準備、運営
③自治体の住民広報に関する調
整、実施状況の把握
④プレスルームの運営（広報カメ
ラを含む）

オフサイトセンター各班の主要業務 資料３１



プラントチームによるチャートを用いた炉心損傷防止対策の説明 総括班（経産省職員等）による状況図の最新化

ＯＦＣ総括班の役割分担表

オフサイトセンターでの活動準備及びその活用状況 資料３２

情報共有のための地図・兵棋の準備



原子力事業所
（ﾌﾟﾗﾝﾄの事故収束）

原子力発電所外
（住民の防護）

≪合同対策協議会≫

≪オフサイト対応≫

事業者の
監督・支援等

後方支援拠点
(例．Jｳﾞｨﾚｯｼﾞ)

自衛隊等

原子力施設
事態即応ｾﾝﾀｰ
(原子力事業者本店）

規制庁職員

【 現地 】

現地対策本部
（オフサイトセンター）

本部長：内閣府副大臣
（又は大臣政務官）
内閣府大臣官房審議官等

関係省庁

自治体
調整

住民の避難指示・支援等

連携

調整

連携

調整
・連携

原子力災害対策本部
本部長 :内閣総理大臣
副本部長:官房長官、環境大臣、内閣府特命担当大臣（原子
力防災）、規制委員会委員長 等

本部員 :その他全国務大臣、危機管理監 等

原災本部事務局 官邸ﾁｰﾑ

原災本部事務局 ＥＲＣチーム

事務局長：規制庁次長
内閣府・規制庁等主要職員 等

※必要に応じ、状
況報告

内閣府政策統括官（事務局長）、
内閣府・規制庁等主要職員 等

原子力規制委員会

専門的・技
術的知見

≪オンサイト対応≫

【中央】 ≪官邸≫

≪規制庁内ＥＲＣ≫

原子力緊急事態の危機管理体制（原子力災害対策マニュアル） 資料３３



体制移行

ＰＡＺ圏内避難

意思決定・要請

実動省庁
調整

意思決定・派遣

国

実動

現地職員派遣

実動

全面緊急事態（１５条事象）

オフサイト
センター等

山口県災害対策本部
（山口県庁）

職員派遣・調整

連絡

原子炉冷却材漏えいによる非常
用炉心冷却装置による注水不能

国・県・事業者

愛媛県災害対策本部
（愛媛県庁）

県

UＰＺ圏内一時移転

大分県危機管理課
（大分県庁）

伊方町役場

実動

瀬戸・三崎
支所

町・民間バス

八幡浜市役所

予防避難エリア避難 UＰＺ圏内屋内退避

原子力災害対策本部
（官邸）

UPZ５市町

国

実動
原子力事故対策本部
（ＥＲＣ）

国

県

中予地方
本部

八幡浜支部
（南予地方本部）

非常災害対策本部
（内閣府８号館）

施設敷地緊急事態（１０条事象）

警戒事態（地震発生）

３号機１次冷却材漏えいによる
非常用炉心冷却装置作動

事業者

伊方発電所原子力災害対応体制（オフサイト） 資料３４

航空機等

南予地方
本部



情報伝達体系図（トップダウン）

原子力災害対策本部
（ERC)

原子力災害現地対策本部
（OFC）

合同対策協議会
（県現地災害対策本部）
（市町合対協構成員）

県災害対策本部

南予地方本部
八幡浜支部

南予地方本部 中予地方本部

伊方町
八幡浜市
大洲市
西予市
内子町

宇和島市 伊予市

市町/大分・山口県
①

②

自衛隊等実動部隊

関係機関

① 警戒事態においてはＥＲＣ「原子力規制委員会・内閣府原子力事故合同警戒本部長」から県、市町に対し要請文を発出すると同時にＯＦＣに情報提供。
また、施設敷地緊急事態においてはＥＲＣ「原子力規制委員会・内閣府原子力事故合同対策本部長」から県、市町に対し要請文を発出すると同時にＯFＣ
に情報提供。さらに全面緊急事態以降においては、ＥＲＣ「原子力災害対策本部長」から県、市町に対し指示文・公示文を発出すると同時にＯＦＣにも情報
提供。
② 「非常災害対策本部・原子力災害（事故）合同対策本部会議」後に開催する合同対策協議会では、「指示・告示文（要請文）」に基づき、実施方針の決定、
緊急時モニタリング実施計画の確認等を実施。モニタリング情報等を県災害対策本部へ情報提供。
③ 県災害対策本部は、ＯＦＣからの情報を重点市町はじめ、関係機関に情報提供。

①

③

資料３５



県災害対策本部

南予地方本部
八幡浜支部

南予地方本部 中予地方本部

伊方町
八幡浜市
大洲市
西予市
内子町

宇和島市 伊予市

市町/大分・山口県

①県災害対策本部は地方局・支局へ定期報告を指示。（地方局・支局は市町に指示）
② 各市町は管轄する地方局・支局へ被害状況・避難状況等定期報告
③ 地方局・支局は管轄する市町情報を集約し、県災害対策本部へ報告
④ 県災害対策本部で情報を集約し、ＯＦＣ、県現地本部及び関係機関へ情報共有
⑤ ＯＦＣからＥＲＣへ情報共有
⑥ 「非常災害対策本部・原子力災害（事故）合同対策本部会議」前に開催する合同対策協議会では、避難（準備）状況、国に対する
住民避難に必要な支援要望等を会議に先立って要望等を取り纏める
※ただし、原子力災害に特有の防護措置に係る調整は県災対本部と市町が直接やり取りする。
★原則、緊急に確認を要する事由以外、むやみに問い合わせをしない方針とした。

①

① ②

③

④

原子力災害対策本部
（ERC)

原子力災害現地対策本部
（OFC）

合同対策協議会
（県現地災害対策本部）
（市町合対協構成員）

自衛隊等実動部隊

関係機関

⑤

⑥

情報伝達体系図（ボトムアップ） 資料３６



三崎地区

PAZ（5km）

UPZ（30㎞）

予防避難エリア

三崎港

伊方発電所

国道197号
道路通行不可

大分市

全面緊急事態（15条）における避難の実施計画

松前町

伊方地区、瀬戸地区

海路避難
国道197号→三崎港→佐賀関港
→国道197号等

伊方地区、瀬戸地区
[一般住民 6,278人]

陸路避難

愛媛県松前町

避難先施設

：避難経由所（1施設）
⇒広域避難所（13施設）三崎地区

[一般住民 2,648人]

大分県大市
：避難所（1施設）

避難先施設

海路避難

定期船 3隻
旅客定員：876名（3隻合計）

11/8 13：00
国道56号啓開完了

伊方町
対象者内訳

ＰＡＺ 予防避難エリア
合計

伊方地域 瀬戸地域 三崎地域

一般住民（人） 4,685 1,593 2,648 8,926

陸路避難
国道197号→国道378号
→国道56号 11/8 13：00

松山自動車道
全面通行止め解除

全面緊急事態（1５条）における避難の実施計画 資料３７



実施方針

【ＰＡＺ・予防避難エリア】
l 伊方地域と瀬戸地域については、陸路により松前町の避難経由所（松前公
園）への避難を実施。

l 三崎地域については、道路寸断により陸路からの避難が出来ないため、海路
により大分県への避難を実施。

l 避難にあたっては、安定ヨウ素剤の配布を受け服用を実施。
【ＵＰＺ】
l ＵＰＺについては、屋内退避を実施。

避難等に際しての基本的考え方

避難の対象となる住民

四国電力株式会社伊方発電所のＰＡＺ及び予防避難エリアにおける、住民を対象
（対象者数 8,926人）

屋内退避の対象となる住民

四国電力株式会社伊方発電所のＵＰＺにおける全ての住民を対象
（対象者数113,436人）

全面緊急事態における防護措置の実施方針 資料３８



２６年度及び２７年度の総合防における全面緊急事態指示文の比較

指 示 文
平成２７年１１月８日 時 分

愛媛県知事 殿
山口県知事 殿
伊方町長 殿
八幡浜市長 殿
大洲市長 殿
西予市長 殿
宇和島市長 殿
伊予市長 殿
内子町長 殿
上関町長 殿

内閣総理大臣 安倍 晋三

四国電力株式会社伊方発電所第３号機で発生した事故に関し、原子力災害対
策特別措置法第１５条第３項の規定に基づき下記のとおり指示する。

記

指 示 文

内閣府原防第３号
平成２６年１１月２日 時 分

石川県知事 殿
富山県知事 殿
志賀町長 殿
七尾市長 殿
羽咋市長 殿
中能登町長 殿
輪島市長 殿
穴水町長 殿
宝達志水町長 殿
かほく市長 殿
氷見市長 殿

内閣総理大臣 安倍 晋三

北陸電力株式会社志賀原子力発電所第２号機で発生した事故に関し、原子
力災害対策特別措置法第１５条第３項の規定に基づき下記のとおり指示する。

記

・志賀町志加浦、堀松、上熊野、熊野、福浦、富来地区のうち北陸
電力株式会社志賀原子力発電所から概ね５キロ圏内（ＰＡＺ）の住民
は、避難するとともに安定ヨウ素剤の配布を受け服用すること。
・北陸電力株式会社志賀原子力発電所から概ね３０キロ圏内（ＵＰ
Ｚ）の住民は、屋内退避すること。
・ＰＡＺ、ＵＰＺの住民、一時滞在者その他公私の団体等は、防災行
政無線、ラジオ、テレビ等による情報に注意すること。
・住民にその旨周知されたい。

・四国電力株式会社伊方発電所のＰＡＺ及び予防避難エリアの住民は、安
定ヨウ素剤の配布を受け服用し、避難すること。ただし、予防避難エリアで
ある佐田岬半島で道路の寸断が生じているため、陸路による避難が困難
な地域については、屋内退避をしつつ、順次海路等による避難をすること。
・愛媛県八幡浜市、大洲市、西予市、宇和島市、伊予市、内子町及び山
口県上関町のうち四国電力株式会社伊方発電所のＵＰＺの住民は、屋内
退避すること。
・ＰＡＺ、予防避難エリア及びＵＰＺの住民、一時滞在者その他公私の団体
等は、防災行政無線、ラジオ、テレビ等による情報に注意すること。

資料３９

２６年度 ２７年度



原子力緊急事態宣言（11月8日 15：35） 原子力事故対策本部・非常災害対策本部合同会議傍聴（11月8日 15：40）

第1回合同対策協議会（11月8日 16：05）

オフサイトセンターの運営状況（１５条事象以降の会議等） 資料４０



PAZ
（5km）

UPZ（30
㎞）

予防避難エリア

松前町

伊予市

陸路避難
国道197号→国道378号→国道56号

県道56号
道路通行不可

松山自動車道
一部通行止め

○空地からの道路混雑把握、交通統制・規制、車両梯隊誘導の有効性
○各指揮所と避難状況のリアルタイム情報共有

指定公共機関の通信
回線を用いた映伝

ＯＦＣにおける避難状況の表示

ヘリ映伝

避難状況（避難バス）

避難状況（警察車両による先導）

三崎港

伊方発電所

国道197号
道路通行不可

避難状況（三崎港）

県災対本部における避難状況の表示
（大分県の取組み例）

※ＩＰ無線機のＧＰＳ機能を利用し、
避難状況を表示

資料４１リアルタイムでの避難状況の把握



OFC

八幡浜
支局

伊方町
役場

伊方

瀬戸

三崎

愛媛県庁

八幡浜
市役所

M0

M1 M2 M3 M4 M5

S0

S1 S2 S3 S4 S5

I0

I1 I2 I3 I4 I5

伊００

Y0

Y1 Y2 Y3 Y4 Y5

八００

八支局００
南予
００

中予
００

宇００ 西予００ 大００ 内００ 内００

愛媛
００

資料４２

バス梯隊等のＧｐ内及びそのＧｐと災対本部との連絡体制等を組織化

住民避難における通信網図（一例）



避難退域時検査会場
野村ダム駐車場

白浜地区、松蔭地区、江戸岡地区、
神山地区、千丈地区、川之内地区

避難経路
県道25号→県道29号→県道44号
→県道32号→国道379号 等

国道197号
道路通行不可

PAZ（5km）

UPZ（30㎞）

予防避難エリア

伊方発電所

松前町

伊予市

久万高原町

0

白浜地区、松蔭地区、江戸岡地区、神山地区、
千丈地区、川之内地区

[避難行動要支援者 5,642人]

[一般住民 22,639人]

陸路避難

松山市

：避難経由所（1施設）

社会福祉施設（6施設）

松前町 ：社会福祉施設（2施設）

東温市 ：社会福祉施設（2施設）

伊予市 ：社会福祉施設（１施設）

久万高原町 ：社会福祉施設（１施設）

避難先施設

広域避難所（19施設）
福祉避難所（74施設）

避難先・避難ルート

11/8 13：00
国道56号啓開完了

11/8 13：00
松山自動車道
一部通行止め解除

ＯＩＬ２におけるＵＰＺ住民の一時移転の実施計画 資料４３



実施方針

【一時移転】
l 対象となる地域の住民は、安定ヨウ素剤の配布を受け、一週間程度内に一
時移転を実施。（対象者数 28,281人）

l 一時移転に際しては、避難退域時検査を受けること。
l 避難行動要支援者のうち、無理に避難すると健康リスクが高まる者について
は、容体、避難車両、避難先等の避難体制が整い次第、避難先へ一時移
転を行う。

【地域生産物の摂取制限】
l 対象地域の地域生産物の摂取を控えること。

一時移転等に際しての基本的考え方

一時移転等の対象となる地区

八幡浜市白浜地区、松蔭地区、江戸岡地区、神山地区、千丈地区、川之内地区

ＯＩＬ２におけるＵＰＺ住民の一時移転の実施方針 資料４４



施設敷地緊急事態（10条）における避難の実施状況 【11月8日12：00現在】

三崎地域

PAZ（5km）

UPZ（30㎞）

予防避難エリア

三崎港

伊方発電所

三崎地域
[屋内退避中 321人]

伊方地域、瀬戸地域
[避難開始 607人]

施設敷地緊急事態要避難者 避難状況

陸路避難
海路避難
※船舶の準備が出来
次第避難開始

国道197号
道路通行不可

松前町

伊予市

松前町

：避難経由所（1施設）

社会福祉施設（3施設）

松山市 ：医療機関（１施設）
社会福祉施設（４施設）

東温市 ：社会福祉施設（2施設）

伊予市 ：社会福祉施設（１施設）

宇和島市 ：社会福祉施設（１施設）

避難先施設

広域避難所（13施設）
福祉避難所（8施設）

陸路避難
国道197号→国道378号
→国道56号

海路避難
国道197号→三崎港
→松山観光港→県道22号等

伊方町
対象者内訳

ＰＡＺ 予防避難エリア
合計

伊方地域 瀬戸地域 三崎地域

施設敷地緊急事態
要避難者（人）

744 289 412 1,445

陸路避難
国道197号→県道25号
→国道56号

県道56号
道路通行不可

松山自動車道
一部通行止め

施設敷地緊急事態（10条）における避難の実施状況 資料４５

伊方地域、瀬戸地域



大成

鳥津

加周

田之浦

古屋敷 二見

西・久保

豊之浦

川永田２ 川永田１

中浦
仁田之浜

中之浜

大浜

亀浦

伊方越

伊方中央保健センター
（一時集結所）

須賀

畑

向

奥

Ｒ１Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

⑳

⑲

⑪
⑫

⑩

⑬

⑭⑮⑯
⑰⑱

⑤

④

⑥
⑦

⑧⑨

①

②
③

奥集会所

二見集会所

伊方中学校
（一時集結所）

中央保健センター 安定ヨウ素剤の配布 松前町へ避難

田之浦集会所

ＰＡＺ圏内（伊方地域）Ｒ４の在宅要避難者訓練経路図 資料４６

福祉避難所へ避難



神崎

田部

大久

川之浜

ﾘｿﾞｰﾄ

塩成

佐市

高浦

足成

三机

上倉

松之浜

大江
志津

小島

高茂

瀬戸総合体育館

こう ざき

まつのはま

たこら

あしなる

Ｒ１

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

⑬

⑭
⑮

⑯

⑩

⑪

⑫

⑥
⑦
⑧

⑨
④ ⑤

①

②

③

大久集会所
瀬戸社会教育会館

塩成集会所

瀬戸総合体育館 国道１９７号

離合困難

安定ヨウ素剤の配布 松前町へ避難 福祉避難所へ避難

予防避難エリア内（瀬戸地域）Ｒ４の在宅要避難者訓練経路図 資料４７



正野

串

与侈

松

明神

二名津

平礒

釜木

名取高浦
佐田

大佐田

井野浦

三崎総合体育館

灘

14

よぼこり
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安定ヨウ素剤の配布

巡視船たかつきへの収容

松山観光港への避難

三崎総合体育館

予防避難エリア内（三崎地域）Ｒ４の在宅要避難者訓練経路図 資料４８
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（一時集結所）

つわぶき荘

健康チェック

乗降用リフトによる車両への収容

松前町へ避難

受入のクロノロ

つわぶき荘（伊方地域）の要避難者の陸路避難 資料４９

マッチング先施設への避難
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⑨

⑩ ③

②
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⑤

済生丸による避難（三崎港）

介助人支援による乗船 三崎つわぶき荘

三崎つわぶき荘

介助人支援による乗車

三崎港

三崎つわぶき荘の要避難者の海路避難 資料５０
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⑬

⑥

⑦ ⑧

⑨

⑩ ③

②

①④

⑤

三崎中学校

三崎中学校 県立中央病院への後送

愛媛県防災ヘリへの収容

串診療所

ストレッチャーへの固定

串診療所（三崎地域）屋内退避要避難者の急患搬送 資料５１

14



三崎地区

PAZ（5km）

UPZ（30㎞）

予防避難エリア

三崎港

伊方発電所

国道197号
道路通行不可

大分市

全面緊急事態（15条）における避難の実施計画

松前町

伊方地区、瀬戸地区

海路避難
国道197号→三崎港→佐賀関港
→国道197号等

伊方地区、瀬戸地区
[一般住民 6,278人]

陸路避難

愛媛県松前町

避難先施設

：避難経由所（1施設）
⇒広域避難所（13施設）三崎地区

[一般住民 2,648人]

大分県大市
：避難所（1施設）

避難先施設

海路避難

定期船 3隻
旅客定員：876名（3隻合計）

11/8 13：00
国道56号啓開完了

伊方町
対象者内訳

ＰＡＺ 予防避難エリア
合計

伊方地域 瀬戸地域 三崎地域

一般住民（人） 4,685 1,593 2,648 8,926

陸路避難
国道197号→国道378号
→国道56号 11/8 13：00

松山自動車道
全面通行止め解除

全面緊急事態（1５条）における避難の実施計画 資料５２



大成

鳥津

加周

田之浦

古屋敷 二見

西・久保

豊之浦

川永田２ 川永田１

中浦
仁田之浜

中之浜
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伊方中学校
（一時集結所）

二見集会所

田之浦集会所

伊方中学校

向集会所

安定ヨウ素剤の配布

受付・書類（問診票等配布）

松前町へ避難 松前公園体育館

受付・問診

ＰＡＺ圏内（伊方地域）Ｒ４の一般住民避難者訓練経路図 資料５３



神崎

田部

大久

川之浜

ﾘｿﾞｰﾄ

塩成

佐市

高浦

足成

三机

上倉

松之浜
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志津
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高茂

瀬戸総合体育館
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⑧

⑨
④ ⑤

①

②

③

瀬戸社会教育会館

塩成集会所

瀬戸総合体育館

大久集会所

松前公園体育館松前町へ避難安定ヨウ素剤の説明

予防避難エリア内（瀬戸地域）Ｒ４の一般住民避難者訓練経路図 資料５４
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⑫

⑬

⑥

⑦ ⑧

⑨

⑩ ③

②

①④

⑤

三崎港

各Ｒから一時集結所へ集結

安定ヨウ素剤の配布・服用

受付・書類（問診等）の配布

松集会所

明神公民館

二名津集会所

国道九四フェリー乗船

放射性物質の汚染の有無等の検査

自衛艦げんかい乗船

予防避難エリア内（三崎地域）Ｒ２の一般住民避難者訓練経路図 資料５５



全面緊急事態（15条）における避難の実施計画

PAZ（5km）

UPZ（30㎞）

予防避難エリア

大分市

佐賀関港大在港

三崎港

避難住民受付 健康診断

避難所での食事

愛媛県・大分県両知事の訓練視
察時の意見交換

大分県警による先導

ホルトホール大分

資料５６予防避難エリア内（三崎地域）の一般住民避難者訓練経路図



避難退域時検査会場
野村ダム駐車場

白浜地区、松蔭地区、江戸岡地区、
神山地区、千丈地区、川之内地区

避難経路（Ｐ）
県道25号→県道29号→県道44号
→県道32号→国道379号 等

国道197号
道路通行不可

PAZ（5km）

UPZ（30㎞）

予防避難エリア

伊方発電所

松前町

伊予市

久万高原町

0

白浜地区、松蔭地区、江戸岡地区、神山地区、
千丈地区、川之内地区

[避難行動要支援者 5,642人]

[一般住民 22,639人]

陸路避難

松山市

：避難経由所（1施設）

社会福祉施設（6施設）

松前町 ：社会福祉施設（2施設）

東温市 ：社会福祉施設（2施設）

伊予市 ：社会福祉施設（１施設）

久万高原町 ：社会福祉施設（１施設）

避難先施設

広域避難所（19施設）
福祉避難所（74施設）

避難先・避難ルート

11/8 13：00
国道56号啓開完了

11/8 13：00
松山自動車道
一部通行止め解除

ＯＩＬ２における一時移転の実施計画 資料５７



PAZ（5km）

UPZ（30㎞）

予防避難エリア

ＯＩＬ２における一時移転の訓練経路図

ゲート型モニタ

放射線の検知・測定

車両簡易除染

放射線の検知・測定

人員簡易除染

一時移転

ゲート型モニタ

放射線の検知・測定

問診

一時移転の説明

体育館

防護装備品等

一時避難所
（神山小学校）

避難退域時検査所
（野村ダム）

避難経由所
（県総合運動公園）

資料５８



瞽女トンネル②

新宮内交差点①

新田橋北側交差点

③

瀬戸農業公園前

④

大平交差点
⑤ 江戸岡交差点
⑥

祇園橋交差点⑦

岸本石油前信号交差点⑨

大洲北只交差点 ⑧

内子五十崎ＩＣ ⑪

宇和島市御殿内橋東交差点（圏外）※⑩

① 保内交通検問所

②ＪＡ伊方越集荷場東

③

水ヶ浦小学校北西資材置場前

警戒警備・広報

交通規制訓練（交通規制・ＰＡＺ立入規制箇所） 資料５９



全面緊急事態（15条）における避難の実施計画

PAZ（5km）

UPZ（30㎞）

予防避難エリア

大分市

佐賀関港
大在港

三崎港

大分県警による先導・誘導 大分県警による先導（大在港）

大分県警による先導（国道１９７号）

予防避難エリア内（三崎地域）の住民避難における先導等訓練経路図 資料６０



全面緊急事態（15条）における避難の実施計画

PAZ（5km）

UPZ（30㎞）

予防避難エリア 佐賀関港

三崎港

電光掲示板による交通規制案内

交通規制・立入規制（保内町）

愛媛県警による先導（伊方地域）

愛媛県警による先導
（国道３７８号）

避難経由所前交通誘導

ＰＡＺ・予防避難エリア内（瀬戸地域）の住民避難における先導等訓練経路図 資料６１

愛媛県警による先導（瀬戸地域）



PAZ（5km）

UPZ（30㎞）

三崎港

中継車（ＯＦＣ）

要員乗船・資材搬入（１日目）

巡視船の移動（１日目）

バス避難（要点の通過：２日目）

愛媛県警ヘリによる映像伝送（ＯＦＣ） 資料６２



カレンダー表紙

住民への理解促進手段の一例（台湾の例）

家屋毎の状況標示用紙

自宅に要援護者
在宅の標示屋内退避中

避難済み標示
（家屋用）
※左右同一

避難中車両標示

避難ルート地図 原子力防災の７つの留意事項

ＥＰＺ内の学校の
児童・生徒の避
難先の学校の表
（一対一対応）

避難退域時検査所
（第１原発） 避難退域時検査所

（第２原発）

カレンダー提供：
台湾行政院原子能委員会

資料６３

台湾には稼働中の原子力発電所が３ヶ所ある。それぞれのＥＰＺ圏内（半径８ｋｍ）
の住民、公共場所等に原子力防災に係るカレンダーを毎年配布して住民理解を促進させ
ている。カレンダーの一部に原子力防災関連のページがある。
①は、避難時等の「家屋毎の状況標示用紙」である。上左半分の青い標示は、【屋内退
避中】で、上部右半分の赤い標示は、【要避難支援者在宅】の標示である。下部左右の
同一黄色の標示は、避難済みの標示で、１枚は、【避難済み標示】として、家屋に標示
する。残り１枚は避難車両に標示する。各家屋の避難状況等、避難車両か否かの識別に
有益である。
②は、避難ルートを示したもので、第１及び第２原発（近接して同じ市にオーバーラッ
プするため）を中心に、避難ルート及び避難退域時検査所の場所が記載されている。ま
た、下段の表は、第１及び第２原発の各ＥＰＺ圏内の学校の児童・生徒の学校及び一対
一対応の避難先の学校が記載されている。
③は、原子力防災に係る留意事項が記載されている。
日常使用するカレンダーに記載し、日頃から普及させることは理解促進に大いに役立つ
と考えられ、屋内退避の理解、避難時の物心両面の準備等も促進される

① ② ③



原子力防災の７つの留意事項（台湾の例）

① 緊急避難の持出袋

⑦ 安定ヨウ素剤の服用法等

室内を閉め、不要な

外出を控える。

車内では窓を閉める。

⑥ 学校の生徒の避難要領等

資料６４

身分証明書、常備薬、帽子・手袋・マ
スク、着替え、電池、ファーストエイド
キット、携行食・飲料、携帯電話、貴
重品等の入れ組品を記載

防災サイレン（鳴/止各１秒繰り返し）、広
報車、テレビ、携帯電話エリアメール、防
災行政無線等による情報収集を記載

ガス栓を閉め、電気を止め、戸締りして避難する。
その際に、避難済み標示を自宅に張る。自家用車
で避難する者は、同じ標示を車両に貼って避難す
る。また、自家用車で避難しない者は、一時集結所
に集合して、シャトルバスで避難する。

要避難支援者在宅の標示を
自宅に貼り救援を待つ。

基本的には、課業時ＥＰＺ圏内の学校
の児童・生徒は、避難先の学校（一対
一対応）へバスで避難する。

安定ヨウ素剤は、政府の指示に基づき服用する。大人は１錠、
３歳から１２歳の児童は、１/２錠、３歳以下の児童は、１/４錠、
但し、安定ヨウ素剤の副作用の可能性のある大人、新生児、
妊婦は、医師の問診を受けてから服用する。（また、原則４０
歳以上の大人は服用は自己判断にする。）

② 原子力事故発生時の警報の手段

③ 警報時の防護措置

④ 避難時の処置 ⑤ 要避難支援者が在宅する場合

原子力防災の７つの留意事項
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１．原子力総合防災訓練のアンケート実施概要 

 実施日時：平成２７年１１月９日（月） 

 実施場所：避難所他 

 対象者 ：伊方町、八幡浜市の訓練参加住民 

 回答人数：２０３名（内訳：伊方町１７０名、八幡浜市３３名） 

 

２．アンケートの目的 

本年度実施された原子力総合防災訓練において、参加者アンケートを行い、これらの結果を分析の

うえ改善策を検討し、今後の訓練に役立てることを目的として実施した。 
 

３．アンケート回答者の属性 

  回答者の住まいは、「伊方町」が 84％、「八幡浜市」が 16％の構成であった。 
  回答者年齢は、「60 代以上」が 46％、「40～50 代」が 30％であり、40 代以上が 75%以上を占めた。 

回答者の性別は、「男性」が 62％、「女性」が 7％であり、女性の参加が少ない傾向が見られた。 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1 回答者の住まい             図 3-2 回答者の年齢 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-3 回答者の性別 
 
４．アンケートの分析 

４．１ アンケートについて 
アンケートは、記入しやすさを考慮し、項目毎に達成度を選択肢から選択する方式とし、否定的な

回答に対してはその要因の選択と自由記載により原因を特定しやすくする方法をとっている。アンケ

ートの評価選択肢は、肯定側に「十分」と「概ね」、否定側に「一部」と「まったく」で構成される。 
また、自由意見記載欄を設け、回答者の意見、感想等を吸い上げることとした。 
 

  

男

62%

(125人)

女

7%

(15人)

無回答

31%

(63人)

３０代以下

7%

(13人)

４０～５０

代

30%

(61人)

６０代以上

46%

(94人)

無回答

17%

(35人)

伊方町

84%

(170人)

八幡浜市

16%

(33人)
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４．２ アンケートの分析方法 
(1) 選択式の設問については集計結果をもとに実施した。 

アンケート結果を肯定側（「十分」+「概ね」）、否定側（「一部」+「まったく」）に分類し、否

定的な回答割合が１０％を超える項目は、「改善の必要有り」として分析を行った。なお、こ

の数値に統計的根拠はないが、十分に高い目標値であると考える。 

(2) 自由意見については、意見の内容に基づき分類、集約して分析した。 

 
４．３ アンケート結果の分析及び改善提案 
アンケートの選択項目の集計結果をまとめたものを表 1に示す。否定的な回答割合が１０％以上の

ものについて、強調表示とした。 
 

表 1 アンケート集計結果まとめ 

№ 設問 
回答割合 

肯定的 否定的 

1 
(1)避難計画 

愛媛県広域避難計画を知っていますか？ 
84.7% 10.3% 

2 
原子力災害時、あなたの避難方法を知っていますか？ 

（一時集結場所・避難先・避難ルート等） 
93.6% 2.5% 

3 伊方町ＰＡＺ・予防避難エリアについて知っていますか? 72.4% 23.2% 

4 住民広報（発電所の情報、避難指示など）は確実に伝わりましたか？ 90.6% 1.5% 

5 避難指示などは何により知りましたか？ － － 

6 避難はスムーズに行えましたか？ 90.7% 5.4% 

7 

(2)一時集結所の運営 

一時集結所の運営は適切でしたか？（職員の対応含む） 

（伊方中学校・瀬戸総合体育館・三崎総合体育館・神山小学校） 

85.2% 10.9% 

8 
(3)避難所の運営 

避難所の運営は適切でしたか？（職員の対応含む） 
84.7% 10.8% 

9 屋内退避は適切に行えましたか？ 83.3% 5.9% 

10 
一般災害の対応も含めて何日分の食料・飲料等を準備しています

か？ 
－ － 

11 安定ヨウ素剤の配布、服用は適切に行えましたか？ 82.3% 4.9% 

12 避難退域時検査の運営は適切でしたか？（職員の対応含む） 77.8% 6.9% 

13 

(4)一時移転 

今一時移転は適切に行えましたか？ 

（八幡浜市の方で一時移転された方のみ対象） 

72.7% 15.2% 

14 
(5)有事の際の対応 

今回の訓練を体験して避難は確実に行えると感じましたか？ 
68.0% 22.2% 

 

アンケート集計結果(表１)で、否定的な回答割合が１０％を超える以下の６項目についての分析結

果を示す。 

(1) 広域避難計画    (2) 伊方町ＰＡＺ・予防避難エリア    (3) 一時集結所の運営 

(4) 避難所の運営    (5) 一時移転               (6) 有事の際の対応
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 (1) 広域避難計画 

地区および年代別の肯定的、否定的回答割合を図 4-1 に示す。 

伊方町の否定的回答の割合が高い傾向になっている。 

 

図 4-1 地区および年代別の肯定的、否定的回答割合 

【伊方町】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n：年代別アンケート回答数（無回答含む） 

【八幡浜市】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n：年代別アンケート回答数（無回答含む） 

 

本設問については、自由記述がなく分析ができないため、結果のみの記載とする。 

上記の結果から判断した課題および改善策を表 4-1 に示す。 

 

表 4-1 広域避難計画に関する課題および改善策 

No. 課題 改善策 

1 
愛媛県広域避難計画を知ら

ない 

・広報活動による住民への周知 

様々な広報手段（資料配布、HP、TV 等）により、広

く住民へ周知していくことを推奨する。 

・説明会の開催 

住民に理解していただくために、地区毎の説明会の

実施を推奨する。 

 

 

0.0%(0人)

87.5%(7人)

94.7%(18人)

0.0%(0人)

0.0%(0人)

5.3%(1人)

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

３０代以下

(n=0)

４０～５０代

(n=8)

６０代以上

(n=19)
肯定的

否定的

84.6%(11人)

84.9%(45人)

88.0%(66人)

15.4%(2人)

13.2%(7人)

9.3%(7人)

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

３０代以下

(n=13)

４０～５０代

(n=53)

６０代以上

(n=75)

肯定的

否定的
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(2) 伊方町ＰＡＺ・予防避難エリア 

地区および年代別の肯定的、否定的回答割合を図 4-1 に示す。 

八幡浜市の６０代以上の否定的回答の割合が非常に高い結果になっている。 

 

図 4-2 地区および年代別の肯定的、否定的回答割合 

【伊方町】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n：年代別アンケート回答数（無回答含む） 

【八幡浜市】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n：年代別アンケート回答数（無回答含む） 

 

本設問については、自由記述がなく分析ができないため、結果のみの記載とする。 

上記の結果から判断した課題および改善策を表 4-2 に示す。 

 

表 4-2 伊方町ＰＡＺ・予防避難エリアに関する課題および改善策 

No. 課題 改善策 

1 
伊方町ＰＡＺ・予防避難エ

リアを知らない 

・広報活動による住民への周知 

様々な広報手段（資料配布、HP、TV 等）により、広

く住民へ周知していくことを推奨する。 

・説明会の開催 

住民に理解していただくために、地区毎の説明会の

実施を推奨する。 

 

 

  

0.0%(0人)

62.5%(5人)

52.6%(10人)

0.0%(0人)

25.0%(2人)

47.4%(9人)

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

３０代以下

(n=0)

４０～５０代

(n=8)

６０代以上

(n=19)

肯定的

否定的

69.2%(9人)

73.6%(39人)

85.3%(64人)

30.8%(4人)

26.4%(14人)

14.7%(11人)

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

３０代以下

(n=13)

４０～５０代

(n=53)

６０代以上

(n=75)

肯定的

否定的
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(3) 一時集結所の運営 

地区および年代別の肯定的、否定的回答割合を図 4-2 に示す。 

八幡浜市の４０～５０代の否定的回答の割合が高い傾向になっている。 

 

図 4-3 地区および年代別の肯定的、否定的回答割合 

【伊方町】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n：年代別アンケート回答数（無回答含む） 

【八幡浜市】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n：年代別アンケート回答数（無回答含む） 

主な否定的意見を以下に示す。 

・想定時間より早く来た場合の臨機応変の対応ができてない。（伊方町） 

・行政、消防団、各種の役割があやふやで、全体がとまどっていた。（伊方町） 

・声が小さく、説明がよく聞き取れなかった。（八幡浜市） 

・説明の声が聞こえにくい。マイクの準備を。（八幡浜市） 

 

これらの否定的な意見から判断した課題および改善策を表 4-3 に示す。 

 

表 4-3 一時集結所の運営に関する課題および改善策 

No. 課題 改善策 

1 
職員の対応 

（役割が決まっていない） 

・運営マニュアルの策定 

一時集結所の運営マニュアルを策定し、役割を明確

にすることを推奨する。 

・訓練・教育・研修の実施 

継続的に訓練・教育・研修を実施し、対応能力を高

めることを推奨する。 

2 一時集結所の設備 

・設備の充実 

一時集結所に必要な設備の洗い出しを行い、必要な

設備を設置することを推奨する。 

  

0.0%(0人)

37.5%(3人)

89.5%(17人)

0.0%(0人)

50.0%(4人)

10.5%(2人)

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

３０代以下

(n=0)

４０～５０代

(n=8)

６０代以上

(n=19)

肯定的

否定的

92.3%(12人)

88.7%(47人)

89.3%(67人)

7.7%(1人)

9.4%(5人)

10.7%(8人)

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

３０代以下

(n=13)

４０～５０代

(n=53)

６０代以上

(n=75)

肯定的

否定的



6 
 

(4) 避難所の運営 

地区および年代別の肯定的、否定的回答割合を図 4-4 に示す。 

伊方町、八幡浜市ともに４０～５０代の否定的回答の割合が高い傾向になっている。 

 

図 4-4 地区および年代別の肯定的、否定的回答割合 

【伊方町】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n：年代別アンケート回答数（無回答含む） 

【八幡浜市】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n：年代別アンケート回答数（無回答含む） 

主な否定的意見を以下に示す。 

・避難住民に対しての案内等の不足。各場所に災害情報、避難情報、気象情報がリアルタイ

ムに流れるディスプレイなど設置すべき。（伊方町） 

・取材の方が多く、落ちつかなかった。（伊方町） 

・屋外での時間が多すぎる。（伊方町） 

これらの否定的な意見から判断した課題および改善策を表 4-4 に示す。 

 

表 4-4 避難所の運営関する課題および改善策 

No. 課題 改善策 

1 
避難住民に対する情報提供が

不足 

・運営マニュアルの策定 

避難所の運営マニュアルを策定し、住民に提供する

情報等を明確に定義することを推奨する。 

・設備の充実 

情報提供に必要な設備を設置することを推奨する。

2 
避難住民に配慮した避難所の

運営 

・運営マニュアルの策定 

避難所の運営マニュアルを策定し、運営を標準化す

ることを推奨する。 

・訓練・教育・研修の実施 

継続的に訓練・教育・研修を実施し、対応能力を高

めることを推奨する。 

0.0%(0人)

50.0%(4人)

94.7%(18人)

0.0%(0人)

37.5%(3人)

0.0%(0人)

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

３０代以下

(n=0)

４０～５０代

(n=8)

６０代以上

(n=19)

肯定的

否定的

92.3%(12人)

83.0%(44人)

90.7%(68人)

7.7%(1人)

15.1%(8人)

8.0%(6人)

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

３０代以下

(n=13)

４０～５０代

(n=53)

６０代以上

(n=75)

肯定的

否定的
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(5) 一時移転 

地区および年代別の肯定的、否定的回答割合を図 4-5 に示す。 

４０～５０代、60 代以上の否定的回答の割合が高い傾向になっている。 

 

図 4-5 地区および年代別の肯定的、否定的回答割合 

【八幡浜市】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n：年代別アンケート回答数（無回答含む） 

主な否定的意見を以下に示す。 

・連携不足で時間が無駄になっていたと思う。（伊方町） 

・屋外でバスを待ったため。（八幡浜市） 

 

これらの否定的な意見から判断した課題および改善策を表 4-5 に示す。 

 

表 4-5 一時移転に関する課題および改善策 

No. 課題 改善策 

1 
避難住民に配慮した一時移転

の実施 

・避難計画の見直し 

避難者に配慮した一時移転計画の見直しを推奨す

る。 

  

  

0.0%(0人)

75.0%(6人)

73.7%(14人)

0.0%(0人)

12.5%(1人)

15.8%(3人)

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

３０代以下

(n=0)

４０～５０代

(n=8)

６０代以上

(n=19)

肯定的

否定的
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(6) 有事の際の対応 

地区および年代別の肯定的、否定的回答割合を図 4-5 に示す。 

八幡浜市の４０～５０代の否定的回答の割合が高い傾向になっている。 

 

図 4-6 地区および年代別の肯定的、否定的回答割合 

【伊方町】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n：年代別アンケート回答数（無回答含む） 

【八幡浜市】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n：年代別アンケート回答数（無回答含む） 

主な否定的意見を以下に示す。 

・原発の事故状況１９７号線の通行可否、地区内の通行状況が不安です。（伊方町） 

・道路の災害、港湾岸壁の破損、大量の人と車で混雑する。（伊方町） 

・老人、子供、体の不自由な方などは難しいと思う。（伊方町） 

・多くの住民が一時移転とかするとなると、なかなか難しいと思います。高齢者も多くなっ

ているのでしっかりとした組織が必要だと思います。（八幡浜市） 

・訓練のように落ち着いて行動するのは難しい。道路は、交通量も多くなり、今回以上に時

間がかかるように感じる。（伊方町） 

これらの否定的な意見から判断した課題および改善策を表 4-6 に示す。 

 

表 4-6 有事の際の対応に関する課題および改善策 

No. 課題 改善策 

1 

避難道路が不安 

渋滞が不安 

高齢者が多く不安 

・避難計画の見直し 

 住民からの意見（声）を取り入れた避難計画への見

直しを推奨する。 

2 
有事の際には訓練と同じよう

な行動はとれない 

・避難訓練の継続実施 

有事の際にも対応できるように、継続的な避難訓練

の実施を推奨する。 

   

0.0%(0人)

62.5%(5人)

94.7%(18人)

0.0%(0人)

37.5%(3人)

5.3%(1人)

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

３０代以下

(n=0)

４０～５０代

(n=8)

６０代以上

(n=19)
肯定的

否定的

76.9%(10人)

71.7%(38人)

57.3%(43人)

23.1%(3人)

22.6%(12人)

26.7%(20人)

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

３０代以下

(n=13)

４０～５０代

(n=53)

６０代以上

(n=75)

肯定的

否定的
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４．４ 自由意見についての分析及び改善提案 

 

(1)訓練参加者 

①平日の訓練であったため、若年層の参加が少なく、高齢者が多い訓練であった。また、女性の参

加者が少ない傾向が見られた。今後は、若年層および女性が参加できるような取組みが必要であ

ると考える。 

 

(2)避難計画に関して 

①住民の約 4割が愛媛県広域避難計画を読んだことがあるとの回答であり、避難に対する関心の高

さが伺える。また、避難方法（避難先、避難ルート等）も約 9割以上の住民が理解しており、非

常に防災意識が高いと考える。 

②住民からは、避難手段、避難ルートに対する不安の意見が多くあげられており、住民の意見を取

り入れた避難計画の再検討も必要ではないかと考える。 

 

(3)住民への情報伝達 

①住民への情報伝達手段は「防災行政無線」が主流であるが、今回は「緊急情報メールサービス」

と回答する住民も多く見られた。「緊急情報メールサービス」は有効な報提供手段になっていく

のではないかと考える。 

 

(4)避難訓練 

①住民の約 9割が「できた」と回答しており、今回の避難訓練は良好であったと考える。 

②自由意見にも多く意見が出されているが、住民は有事の時に対応できるような訓練の継続実施を

求めており、継続的な訓練の実施が必要であると考える。 

③想定外の被害があった場合、決められた通りには進まないなど訓練を懐疑的に思っている住民も

おり、多様な状況を想定した訓練も必要ではないかと考える。 

④訓練時にマスコミが多く気になったとの意見があり、マスコミ対応も改善が必要と考える。 

 

(5)避難所等の運営 

①「適切であった」との意見が多数であるが、運営に関する課題（マイクの準備、住民への情報提

供手段等）もいくつか挙げられており、改善が必要と考えられる。 

 

(6)いざという時の備え 

①住民の防災意識は高いが、食料・飲料等の準備をしていない住民が 4割程度おり、食料・飲料等

の備蓄の推奨が必要と考えられる。 

 

(7)今後の取り組み 

①住民アンケートからは、今回の訓練は良好であったことが伺える。 

一方、有事の際に今回と同じ行動がとれるのか、避難計画は大丈夫か等の不安の声が多くあげら

れている。これら住民の不安を解消する取り組み（現実の状況に即した定期的な訓練、住民を対

象とした防災教育、避難計画の改善等）を実施していくことが望まれる。 
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５．総評 

住民アンケート結果を分析すると、全体的に良好であったと思われる。 

しかし、良好な中でも、一時集結所や避難所の運営に不満、避難計画（避難ルート・避難手段）が

不安との意見があげられている。 

一時集結所や避難所の運営に関しては、避難者に配慮した運営が必要である。一時集結所や避難所

の運営マニュアルを作成し、運営担当となる職員への継続的な教育をすることで改善可能であると考

える。また、資機材に対する不満も一部あがっており、必要な資機材の設置を望む。 

避難計画に関しては、避難ルート、避難手段、交通渋滞等住民から多くの不安であるとの意見があ

げられている。住民の意見を取り入れた避難計画の再検討も必要ではないかと考える。 

また、多くの住民から、継続した避難訓練が必要との声もあがっており、継続した住民避難訓練の

実施、住民を対象とした防災教育の実施等を行っていくことを推奨する。 

 

 
 

以上 




